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（9:00~17:00）〉よりも CO2 濃度が高い傾向にある。ま

た CO2 濃度は，終始基準値 1000ppm を上回ってい

る。（3.1）  

② スタジオにおける CO2 濃度の挙動は，運動強度が

高く参加人数が多いと高い値を示すことから，プログ

ラムの運動強度と参加人数に強い相関関係がある。

（3.2）  

③ 〈夜間時間帯〉の CO2 濃度は運動強度が 3 以上

のプログラムが続くため，ピークで 3000～5000ppm の

値を示している。この時間帯はプログラム間のインタ

ーバルにおいて，スタジオの排煙窓を開放し大型の

サーキュレーターを運転し積極的に換気を行っても，

依然として 2000ppm 近い値を示し，スタジオ内の換

気に関しては構造的な見直しが求められる。（3.3）  

④ スタジオ終了直後に更衣室の CO2 濃度が急激に

上昇する傾向はスタジオ利用者がスタジオ終了後に

更衣室に移動する利用行動をとるためである。（3.4）  

 

新型コロナ感染症において，フィットネスクラブでは

スタジオの利用人数の制限や，プログラム間で積極的

な換気を行うなど数多くの対策を行ってきた。しかし，

以上のような運営側の人的な対応のみでは良好な室

内環境を維持することに限界があることは，本研究で

明らかにしたところである。 

ビル衛生法では，特定建築物に対し「建築物環境

衛生管理基準」に従い維持管理することを義務づけて

いるが，フィットネスクラブは特定建築物には該当して

いない。また，フィットネスクラブは既存のテナントを改

修して入居しているケースが多いため，利用者が強度

の高い運動を行う過酷な環境下で適切な状態を維持

できる換気設備が備えられていないケースが多いと考

えられる。建築物の環境をとりまく基準のあり方につい

ては，今後再考する時期にあると考える。 

 

注釈 

1.  病院におけるコロナウイルスクラスター感染時の室内環境の概

要については林ら２ ）による研究，また新型コロナウイルス流行

下における寒冷地の学校教室の室内環境と換気代替方法を

評価した赤松ら３ ）の研究がある。 

2.  田島ら４ ）による研究では人体から発生する二酸化炭素量の推

定する際に，安静時から重作業時までの met 値を示している

が，フィットネスクラブのスタジオでは重作業時相当の運動状

態における運動強度を想定する必要があるため，本研究では

NF が示す運動強度を指標として採用した。 

3.  測定機はスタジオ前方隅部の高さ 2m の位置に設置した。更

衣室においても同様である。 

4.  スタジオ（ 117.26 ㎡）の換気・空調の方法としてプログラム実

施時はロビー側の扉を開放し，熱交換換気扇（強運転）によ

る換気とエアコン（家庭用壁付 5kw×2 台）による空調を行っ

ている。プログラム間のインターバルにはスタジオの排煙窓

（｛W0.9×H0.5＝0.45 ㎡）×8 窓＝3.6 ㎡）を開放し，更衣

室側の壁面に配置した工業用大型サーキュレーター（ 50cm）

を排煙窓に向けて作動（109 ㎡／分）し強制的に換気を行っ

ている。 

5.  更衣室はロッカー室・シャワー室・トイレの換気扇を常時運転

し隣室であるロビーに対し負圧が生じ入口引戸のアンダーカッ

トからロビーの空気が流入すると考えられる。しかしこれらは図

8 で示したようなインターバル時の更衣室 CO2 の急激な増加

に影響を与える流量ではなく，むしろ利用者の呼気による影

響が作用したと考える。 
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山中湖村平野交差点バス待合所・観光案内所

人・風景・時間をつなぐ、Micro Public Network

■基本情報

名称 ： 全体 「ゆいの広場ひらり」

        ：建物 「山中湖村平野交差点バス待合所・観光案内所」

敷地面積 ： 10905 ㎡

建築面積 ： 126.27 ㎡　／　延床面積 ： 175.83 ㎡

階数 ： 地上 1 階／木造

所在地〒 401-0502　山梨県南都留郡山中湖村平野 69

設計者

基本設計 ： イー ・ エー ・ ユー ( 全体統括 ・ 広場 )、 文化

財保存計画協会 ( 古民家再生 )、 アルメック VPI( 道路 )、

SUGAWARADAISUKE( ロータリー工区の広場 ・ 建築 )

デザイン監理 ： イー ・ エー ・ ユー

実施設計 ： 馬場設計 ( ロータリー工区以外の建物と広場 )、

SUGAWARADAISUKE

学術分析 ： 東京大学の景観研究室

01. 計画の背景

　富士山の足元に位置する山梨県山中湖村は、 エコミュージ

アム構想 ( ※ 1) を掲げ、 観光産業の活性化と一体化したま

ちづくりを進めている。様々な専門家と大学の研究者が集まり、

学術的研究と住民ワークショップによって、 村の歴史と観光資
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図１　湖畔沿いの計画（製作 eau）

写真 1　平野交差点の俯瞰
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源の調査 ・ 分析と、 まちの骨格づくりが行われている。 その

中心となるのが、 湖畔周遊道路と村外からの主要道路との交

差点に設けられた、 村内唯一の公共交通であるバスの待合

所である ( 写真 1、 図 2)。

02. 計画の目的

　本計画は、 2 つ目に大きい集落の平野に位置する平野交

差点の再開発である。 平野交差点では、 村内外をつなぐ観

光と交通の拠点に合わせて、 地域の生活を支える人と物が集

い ・ 佇む地域の交流拠点機能が求められた。 つまり、 バス

待合所を含めた地域施設の目的は、 地域特性を継承しつつ

も利便性を更新しつつ、 村の持続的な地域活動の中心となる

場所の整備である。 そこで、 これを実現するために、 4 つの

戦略を基に本計画を行った。 　a) 集落構造の分析による地域

施設の最適な立地の決定、 b) 地域の交通拠点を兼ねた地域

施設による交流と活動の活性化の実現、 c) 産学官連携による

民間の主体的で持続的な運営プログラム、 d) 周辺環境 ( コン

テクスト ) 分析による地域特性を反映した空間構成の意義

03. 全体計画の概要

　先ずは、山中湖村の 4 集落の構造分析 ( ※ 2) を行う中でも、

農業が産業の中心で相互の助け合いが盛んだった平野地区

の中心を 「結いの広場」 と位置づけ、 本交差点周辺を計画

地として定めた ( ※ 3)。 交差点に立地する古民家 「平野家」

は歴史的に見て平野地区の中心であり、村で古くから続く 「御

神木祭」 が行われていた場所でもある。 しかし、 交差点周辺

写真 3　西側のファサードを見る

写真 2　建物全景

図 2　全体計画（製作 eau）

写真 2　バスロータリー工区全景

2/6

− 436 −



は畑や住宅地として開発されると祭りは郊外の駐車場で行わ

れるようになり、 平野家周辺は中心性を失っていた。 そこで、

渋滞が著しい交差点改良に合わせて、 バスロータリーと待合

所・観光案内所、平野家の古民家改修による NPO活動拠点、

お祭りの広場を再整備することで、 村内外の人々が様々な目

的で滞在し、活動する交通拠点を兼ねた交流施設整備を行っ

た。 敷地全体は 3 工区に分かれ、 土地は複数の地主から村

が一括で借り上げるが、 北側の平野家とお祭り広場である中

段のひろばは村が、 バスロータリーと待合所 ・ 観光案内所は

民間企業である富士急行がその整備費を担っている。 バス待

写真 4　バス待合所・観光案内所の内部

写真 5 バスロータリーから見る 写真 6　交差点から見る 写真 7　多目的ひろばを見る

図 3　地域特性による 5つの空間構成ダイヤグラム

写真 8　木造三角グリッドの模型
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合所 ・ 観光案内所の運営は、 山中湖観光協会と平野旅館民

宿組合が行うことで、 収益性も見越した産学官連携による持

続的な運営プログラムを設定した ( 図 2)。

03. 建築計画の構成とその特徴

　3 工区の中段に位置するバス待合所・観光案内所とバスロー

タリー ( ロータリー工区 ) では、 地域の風景と物語を読み解き

再編集することで、 歴史と未来が連続する新しい風景の構築

を目指した。 その中核となっているのが基礎 ・ 柱 ・ 横架材に

よる三角木軸グリッドであり、 その 3 方向の軸線は、 周辺環

境 ( コンテクスト ) 分析によって導かれている ( 写真 9， 10)。

　１つ目の軸線は、 南北広場とバス待合所を結ぶ歩行者の動

線 ( 写真 11）、 次の軸線は、 施設からの富士山への眺望と

平野家のシンボルツリーであるケヤキへの眺望を結んだ軸線、

最後は、 湖に向かうかつての主要導線に対して妻面を向ける

建築物の構造である母屋の構造軸である。 この三角形状に

よって周辺環境の特徴を体験として提供し、 かつ、 周辺のど

の方向からも内部の活動や空間サインが確認でき、 240 度が

正面のような佇まいを持つ空間構成を行った。 また、 木軸グ

リッドが中小規模の空間改変の拠り所になることで、カウンター

や間仕切り壁、 ベンチや小上がりなどが必要に応じて編集可

能となり、 設計時に想定される様々な使用用途を支えると同

時に、 竣工後の簡易な改変も可能となる、 「地域住民が自ら

編集できる公共空間」 の試みにも寄与している。 また、 基礎

と柱と横架材、 屋根と屋内外の境界範囲がズレながら重層す

ることで、 屋外 / 庇下 / 屋外的屋内 / 屋内的屋内を構成し、

写真 9　待合情報広場より、ケヤキ広場を見る

写真 10　森のように林立する木造三角グリッド
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写真 11　南北をつなぐ庇通路

図 4　平面図
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季節や況に応じた様々な活動を大らかに受け止めている。 さ

らに、 外気と空調のグラデーショナルな温熱環境を築くことで、

観光客の多い夏の繁忙期と冬の閑散期の利用者数の増減に

対して、 活動範囲大きく伸び縮みさせる建物と広場の関係を

構成している ( 図 3)。

04. 結論

　4 つの戦略を基に、 地域特性を継承しつつ持続的な地域活

動の活性化を目指した本計画によって、 地域活性化を実現

する地域施設を実現できたと考える。

a) 集落構造分析による地域特性を継承する立地の決定、 b)

交通と交流拠点を併設することによる様々な出会いと活動の

実現、 c) 様々な事業者や運営者の主体的で持続的な関与を

可能にする運営プログラム、 d) コンテクストを取捨選択し、 現

代的な用途に適合させた空間体験の構築

05. まとめと今後との展望

　中山間地域の人口は全国的に見ても衰退傾向であるが、 徳

島県の神山町などの例が示すように、 情報やモビリティーな

どのイノベーションの恩恵を最大限に受けつつ地域特性を継

承して活性化する可能性を持っている。 山中湖村は、 様々な

モビリティーで複数の小規模拠点を連携させることで広域的な

活性化を目指している。 筆者はこれを Micro Public Network 

( ※ 4) と名付け、 他の市町村でも展開している。 大規模開発

ではなく、 小規模拠点の開発とその連携によって住民や民営

組織が地域の構造とその歴史を理解し、 自分たちのための公

共空間をつくることは意義深い。 また、 本計画のような地域内

の生活と観光の双方を支える拠点は、 整備費用を一拠点分

に抑えるだけでなく、 日常的に使われ続ける生活の場である

と同時に、 地域を体験する観光も実現する。 本計画を含め、

機能のハイブリッドと小規模拠点の連携による Micro Public 

Network の方法論を確立し、 地域活性の実現とこれによる日

本の未来のグランドデザインに寄与したいと考えている。
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図 5　断面構成

図 6　アクソメ図

写真 12-13　中段のひろばでの「御神木祭」の様子 写真 14　中段のひろばより見る

写真 15　入れ子状でしっかり空調される多目的ひろば
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１．はじめに

墓地は、遺体や遺骨を長期的に安置・埋葬することか

ら、墓地経営には永続性が求められる。注１）欧州では、

持続可能な墓地運営を目指し、墓地を有期限とし再循環

の図ることにより、運営の効率化を図ることで、新規に

墓地区画を開発することなく、新たな墓地需要への対応

を行いつつ、定期的な収入を増やし安定した運営を行っ

ている。個人または夫婦単位での埋葬が前提である。

日本の墓は祭祀施設として、家が続くことを前提とし

た永代使用で、承継者がいないと無縁となることから、

承継者がいないと購入できないといった課題がある。そ

の場合は、合葬墓や納骨堂を選択することになる。

衛生行政報告例（厚生労働省）によると、 年度末

の墓地数は ヵ所で、納骨堂数は ヵ所であ

ったが、 年度末では、墓地数は ヵ所で、納

骨堂数は ヵ所となり、統計上は墓地数が減少し、

納骨堂が増え、 年間で 倍となっている。お墓の購

入動向調査注 では、 年が一般墓が ％であった

が、 年には一般墓が ％に減少し、納骨堂が

％、樹木葬が ％となっており、従来型の墓を購

入する割合は減り、納骨堂や合葬墓などに希望が増えて

いる。

既往研究（既 ）で、改葬し遺骨を合祀する「墓じまい」

の増加と墓地経営に関する課題について述べている。現

実的に札幌市の宗教法人運営の納骨堂が経営破綻を起こ

し、 年 月に建物が競売に掛けられ不動産会社の手

に渡り、遺骨の扱いを含めて購入者とトラブルになるな

ど、ずさんな経営が墓地や納骨堂の破綻につながるなど、

改めて墓地経営が問われるようになっている。注 ）

また散骨の増加によるトラブル防止に伴い、「散骨に関

するガイドライン（散骨事業者向け）」注 ）が定められた。

墓自体を持たない選択が増えることも想定され、より墓

地経営が厳しい状況になると思われ、永続性の確保のた

め様々な取り組みが求められ来ている。

ここでは、公営墓地に関する経営の課題を明らかにし、

東神楽町で新たに試行した「合葬墓移行型有期限墓所」

In Europe, with the aim of sustainable cemetery management, cemeteries are 
set for a limited period of time to improve operational efficiency.  In Japan, 
where permanent use is the norm, Taisetsu Reien in Higashikagura-cho has 
established a ``fixed-term grave that can be transitioned to a communal 
grave,'' aiming for sustainable cemetery management. This paper is a report 
on that. 
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